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目次

1 「公共の福祉に合致する目的のために必要かつ合
理的な範囲にとどまる措置」（最判平成17年4月26日・
判時1898号54‐57頁）

2「構成員の経費負担には租税法律主義（憲法第84
条）の趣旨が及ぶ」（最判平成18年3月1日・民集第60
巻2号587頁）

3「公共組合である農業共済組合の共済掛金及び賦課
金の賦課に関する法の規定は、租税法律主義（憲法
第84条）の趣旨に反しない。」（最判平成18年3月28日・
判時1930号83‐85項）
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